
教育委員会

平成27年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

91 ％ 92 ％

順調

実
績

84.9 ％ 85.5 ％

達
成
率

93.3 ％ 92.9 ％

目
標

85 ％ 85 ％

実
績

77.5 ％ 77.8 ％

達
成
率

91.2 ％ 91.5 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

51.6 ％ 52.6 ％

実
績

50.2 ％ 48.0 ％

達
成
率

97.3 ％ 91.3 ％

目
標

57.5 ％ 59.5 ％

実
績

54.8 ％ 56.0 ％

達
成
率

95.3 ％ 94.1 ％

人

課
長

人

係
長

0.30 人

0.20

0.40

課
長

人

職
員

0.00 人

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

3,650

順調

係
長

課
長

　先生たちは子どもをよく指
導してくれると回答した保護
者の割合は、目標値には到達
していないが、前年度より増
加している。また、本市独自
で実施している小学校２年生
及び３年生並びに中学校１年
生の35人以下学級編制の実施
に加え、平成27年度から校長
裁量制による小学校４年生及
び中学校３年生への導入など
に取り組んでいることから、
「順調」と判断した。

順調179,450

全国学力・学習状
況調査の結果（対
全国平均）

173,020

小3：94.4%
中1：90.7%

勉強をして新しい
ことを知りたいと
思う児童生徒の割
合（小学3年生　中
学1年生

小3：83.5%
中1：59.0%

小3：78.8%
中1：53.5%

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度 人件費（目安）

88.0%
（H30年
度）

79.3％
（H25年
度）

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（中学
１年生）

169,364

0.20

人

0.10

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（小学3
年生）

87.9％
（H25年
度）

H26年度

95.0%
（H30年
度）

H27年度

事業・取組概要

子どもひまわり
学習塾

学
力・
体力
向上
推進
室

児童生徒に主体的な学
習の仕方を身に付けさ
せ、基礎的・基本的な
学力の確実な定着を図
るため、小学校3年生
から6年生、中学校3年
生を対象に、放課後等
を活用した学習機会を
提供する「子どもひま
わり学習塾」を実施。

35人以下学級編
制の実施

教職
員課

「小１プロブレム」や
「中１ギャップ」と
いった課題に対応する
ため、小学校２年生及
び３年生並びに中学校
１年生において３５人
以下学級編制を実施
（※現行の国の基準は
40人以下学級、平成23
年度から小１のみ35人
以下学級）また、平成
27年度から、小学校4
年生及び中学校3年生
において、学校長の裁
量による35人以下学級
の実施。

係
長

小6:96.0％
中3:95.7％
（H25年度）

小6:前年度以上
中3:前年度以上

小6:95.7％
中3:93.8％

小6:99.7％
中3:98.0％

小3：80.8%
中1：50.8%
（H25年度）

職
員

小3:94.3％
中1:87.2％

7,800

49,129

小3:93.0%
中1:66.0%
（H30年
度）

42,61889,706

59.0%
（H30年
度）

4,150

小6:96.3％
中3:95.4％

前年度以上

51,369

小6:100%
中3:100%
（H30年
度）

小6:100.6％
中3:101.7％

小3：86.0%
中1：61.0%

小3:81.1％
中1:53.2％

55.5%
（H25年
度）

133,000

66.0%
（H30年
度）

授業以外で（月～
金）1時間以上勉強
している生徒の割
合（中学3年生）

授業以外で（月～
金）1時間以上勉強
している児童の割
合（小学6年生）

49.6%
（H25年
度）

1

3

人

職
員

20,3932

確かな学力の定着と全
国平均水準到達を目指
し、教育課程の編成、
学習教材の開発、授業
づくりの支援などの事
業を実施するととも
に、全小、中学校が学
力向上プランを作成・
実行する。
全国学力・学習状況調
査等を実施し、児童生
徒一人一人の課題や施
策の効果を明らかにす
るとともに、各学年の
指導方法の工夫・改善
を行う。

指導
第一
課
学
力・
体力
向上
推進
室

北九州スタン
ダードの推進

0.10

人

0.20

0.10

人 　1時間以上の家庭学習の取り
組み状況について、小学6年生
は昨年度を下回ったが、中学3
年生は、昨年度の数値を上
回った。ひまわり学習塾に参
加した児童生徒に対して行っ
たアンケートでは、小中学生
とも、数値が1割以上大きく伸
びており、学習習慣の定着や
学習意欲の向上が確認できた
ことなどから、「順調」と判
断。

順調

　全国学力・学習状況調査の
結果は、全国平均正答率と比
較すると低い位置で一進一退
している厳しい状況であるも
のの、前年度実績を上回り、
多くの教科・区分で改善され
た。また、全校において学力
向上のための特設時間等に取
り組んでおり、どの学校にお
いても、創意工夫をもって実
践していることなどから順調
と判断。

Ⅰ-1-
(2)-② 
確かな学
力と体力
を向上さ
せる教育
の充実

【評価理由】
　全国学力・学習状況調査結
果では、全国平均をやや下回
り、全国体力・運動能力、運
動習慣等調査では、多くの種
目が全国平均を下回った。こ
れらの結果を受けて、北九州
市学力向上推進会議及び北九
州市体力向上推進会議での検
証・分析結果を踏まえ、「北
九州市学力・体力向上アク
ションプラン」を策定し、学
力・体力向上に向けて、今後3
年間に取り組む学校、家庭、
地域での具体的取組みを定め
た。
　平成27年度から本市独自の
調査として「北九州市学力状
況調査」を実施し、児童生徒
の学力状況を把握することで
指導の充実・改善に努めると
ともに、「子どもひまわり学
習塾」を拡充し、小学校70
校、中学校21校＋5拠点（全62
校対象）で実施した。
　学校図書館職員やブックヘ
ルパーを有効に活用すること
で、学校図書館常時開館（学
校図書館を開館しない日がな
い）は、小中学校ともに100％
となった。また、平成27年7月
に施行された「北九州市子ど
も読書推進条例」を踏まえな
がら、平成28年2月に「新・北
九州市子ども読書プラン」を
策定した。
　以上のことなどから、「順
調」と判断。

【課題】
　全国学力・学習状況調査の
結果、いずれの学年・教科と
も全国平均を下回っている。
　全国体力・運動能力、運動
習慣等調査の結果、多くの種
目が全国平均を下回ってい
る。

　平成28年3月に策定した「北
九州市学力・体力向上アク
ションプラン」に基づいた取
組みを実施し、教員の指導力
向上や家庭での生活習慣・家
庭学習習慣の充実などを図
り、子どもたち一人一人の学
力向上につなげるとともに、
運動の好きな子ども、運動量
の豊富な子どもを育て、体力
の向上と豊かなスポーツライ
フの実現を図る。
　「北九州市学力状況調査」
を実施し、全国学力・学習状
況調査と併せて、児童生徒一
人一人の学力を小学校から中
学校までの経年変化で把握
し、きめ細やかに対応する。
　子どもひまわり学習塾の拡
充等について検討する。
　平成28年2月に策定した
「新・北九州市子ども読書プ
ラン」に基づき、学校図書館
を支援する機能を併せ持つ
「子ども図書館」の設置な
ど、本市の子どもたちが読書
に親しむことができる環境整
備を進め、家庭学校、地域、
図書館が一体となって子ども
の読書活動を推進していく。
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

H26年度 人件費（目安）

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

小3：100%
中1：100%

順調

　全国体力・運動能力、運動
習慣等調査の結果、中学校男
子を除き依然として多くの種
目で全国平均を下回る状況で
あるものの、全国の中での相
対的な位置を示すＴ得点をみ
ると、小学生男女、中学生男
女ともに、前年度に比べ改善
したことから、「順調」と判
断。

子どもの読書活
動の推進

小：65.0%
中：37.0%
(H25年度）

企画
調整
課
学事
課
指導
第一
課
中央
図書
館奉
仕課

332

241,566

小：20.8%
中：37.8%

―

小：22.8%
中：41.4%

小：23.0%
中：38.6%

全国体力・運動能
力・運動習慣等調
査の実技結果全国
平均値以上の項目
数

小：94.0%
中：40.0%

小5男子：1項目
小5女子：0項目
中2男子：3項目
中2女子：0項目

（H25年度)

小：100%
中：100%

－

小5男子：前年度以上
小5女子：前年度以上
中2男子：前年度以上
中2女子：前年度以上

207,493

小：91.6%
中：36.5%
（H25年度）

小:110.6%
中:102.1%

小:97.8%
中:33.9%

小:97.8%
中:84.8%

小：22.0%
中：38.1%

小：23.7%
中：39.1%
（H25年度）

人

0.30

0.10 人

週に1回以上、市立
小・中学校におけ
る「10分間読書」
を実施する学校の
割合

小:96.5%
中:92.0%

小：20.0%
中：37.0%
（H30年
度）

304,228

小：100%
中：100%

小：100%
中：100%

―

順調

　普段全く読書をしない児童
生徒の割合は前年度よりやや
上昇傾向にあり、目標も達成
していないが、公立の義務教
育諸学校の学校図書館に整備
すべき蔵書冊数の標準として
国が定める「学校図書館図書
標準」について、全小中学校
の整備率１００％を達成した
ほか、全小中学校において学
校図書館の常時開館（学校図
書館を開館しない日がない）
を達成していることから、順
調と判断。

人

人

課
長

0.20

子ども読書プランに基
づき「読書好きな子ど
も日本一」を目指す。
「学校における読書活
動推進事業」の充実を
図り、各学校の学校図
書館の整備充実を一層
推進する。また、指定
中学校区を拡充し、学
校図書館の開館時間の
延長や読書冊数等の観
点で、適正な担当校区
数なども含めた事業の
効果を高める。学校図
書館主任に学校図書館
教育講習会を実施し、
読書活動の活性化への
意識と、学校図書館運
営の中核としてリー
ダーシップをとること
についての意識を高め
るとともに、「学校に
おける読書活動推進事
業」の効果についての
周知を図る。

―

小5男子：1項目
小5女子：0項目
中2男子：4項目
中2女子：1項目

小：100%
中：40%

4

体力アップ推進
事業

子どもたちの知育、徳
育を支える基盤となっ
ているのは体力であ
る。子どもたちの体力
向上のために、小中学
校において、ダンスを
中心とした、体力アッ
プのための取組を行っ
ている。

指導
第一
課
学
力・
体力
向上
推進
室

0.10

小：100%
中：50%
（H32年
度）

体育の授業以外で
計画的な取組をし
ている学校の割合

係
長5,400

0.00

平日に家庭で全く
読書をしない児童
生徒の割合（小学6
年生・中学3年生）

5

課
長

小3：100%
中1：100%

小5男子：前年度以上
小5女子：前年度以上
中2男子：前年度以上
中2女子：前年度以上

100%
（H30年
度）

0.203,150

職
員

H30年度ま
でに全項目
について全
国平均値を
上回る。

421 281

小：100%
中：100%

小5男子：1項目
小5女子：0項目
中2男子：5項目
中2女子：2項目

人

係
長

人

職
員
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

事業・取組概要

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

20 回 20 回

実
績

18 回 23 回

達
成
率

90.0 ％ 115.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

課
長

0.10 人

小6：89.0%
中3：76.0%

小6：90.5%
中3：79.5%

3,150

小6：82.7%
中3：90.3%

小6：84.1%
中3：89.4%

人

小6：92.9%
中3：112.5%

小6:80.0%
中3:70.0%

幼児児童生徒が人権に
関する知的理解を深め
るとともに、自他の大
切さを認めることがで
きるような人権感覚を
身に付けさせ、自他の
人権を守ろうとする意
識・意欲・態度が実践
力につながるような指
導の実施。そのため、
教師自身が人権に関し
ての理解認識を一層深
めるための研修を実
現。

伝統文化や異年齢・地
域交流など豊かな体験
を通して、児童生徒が
自己の生き方について
の考えを深める道徳教
育を教育活動全般を通
じて推進。また、感受
性の豊かな中学生に対
して、芸術性の高い演
劇・音楽・美術等の鑑
賞を通して、豊かな情
操を養う。

25,736

課
長

係
長

0.10

0.20 人

人

職
員

係
長

順調

【評価理由】
　心の教育の推進について
は、芸術性の高い演劇・音楽
などの鑑賞（スクールコン
サートなど）を通して豊かな
情操を培うことができた。ま
た、「北九州市中学校合唱
フェスティバル」を開催し、
「北九州市歌」を会場全体で
歌うなど、音楽を通して豊か
な情操を育むとともに、シ
ビックプライドの醸成にもつ
ながった。さらに、「北九州
道徳郷土資料」の各学校での
活用が進むとともに、児童生
徒相互の好ましい人間関係づ
くりための「北九州子どもつ
ながりプログラム」を全校で
実施した。
　児童生徒の学習教材とし
て、「人権教材集『新盤　い
のち』」、幼児・児童対象人
権教育指導資料「あそぼ
う」、「明日への伝言板」、
「人権週間入選作品集」、
「人権啓発映画」などの視聴
覚教材等を活用し、子どもの
実態や発達段階を踏まえなが
ら、学校の教育活動全体を通
じて人権教育に取り組んだ。
また、児童生徒相互の好まし
い人間関係づくりのための小
中9年間を見通した「北九州子
どもつながりプログラム（北
九州市対人スキルアッププロ
グラム）」を全校で実施し
た。
　以上のことから、「順調」
と判断。

【課題】
　あいさつをする児童生徒の
割合、思いやりの心を持って
接する児童生徒の割合を高め
ること。

　「北九州道徳郷土資料」の
さらなる活用など、一層の道
徳教育の充実を図るととも
に、学級活動や児童会・生徒
会活動等、児童生徒の自発
的・自治的な活動をより充実
させ、児童生徒のコミュニ
ケーションや人間関係づくり
を促す。
　「北九州子どもつながりプ
ログラム（北九州市対人スキ
ルアッププログラム）」の各
学校での有効な活用に向け
て、公開授業等を行い、研修
を推進する。

　成果指標は昨年度からほぼ
横ばいで、平成27年度目標に
近い状況である。「北九州道
徳郷土資料」の活用が進み、
郷土の先人や伝統文化を通じ
た道徳教育を推進するととも
に、「北九州市中学校合唱
フェスティバル」を開催し、
音楽を通じて豊かな情操を育
むなど、シビックプライド醸
成にもつながったことなどか
ら、「順調」と判断。

人

人

　人権教育視聴覚教材は全校
で活用されており、活用回数
は目標を超えた。人に対し、
思いやりの心をもって接する
ことができると回答した児童
生徒の割合は、小学校は目標
に届かなかったものの、前年
度より1.4ポイント改善し、中
学校は目標を超えたことか
ら、「順調」と判断。

順調

小6:92.9%
中3:118.8%

22,243

職
員

14,05523,976 37,54033,281

小6：92.0%
中3：87.0%

人権教育視聴覚教
材の活用（学校平
均活用回数）

小6:72.8%
中3:64.3%

近所の人に会った
ときは、あいさつ
をすると回答した
児童生徒の割合

小6：91.2%
中3：83.5%
（H25年度）

「自分にはよいと
ころがある」と回
答した児童生徒の
割合

小：75.0%
中：65.0%

小6:95.0%
中3:90.0%
（H30年
度）

20回
（H30年
度）

小6：88.4％
中3：84.1％

小6：100.2%
中3：97.0%

小6:95.0%
中3:80.0%
（H30年
度）

小6：96.1％
中3：96.7％

小：95.8%
中：97.4%

1.02

0.27

Ⅰ-1-
(2)-③ 
心の教育
の推進

7

心の教育推進事
業

6

指導
第一
課

人権教育推進事
業

小6：72.2%
中3：64.2%
（H25年度）

―

小6：91.0%
中3：86.0%

小6：91.2%
中3：83.5%

小：72.1%
中：66.2%

小：96.1%
中：101.8%

小：76.0%
中：66.0%

小6：87.9%
中3：72.8%
（H25年度）

人に対し、思いや
りの心をもって接
することができる
と回答した児童生
徒の割合（小6、中
3）

企画
調整
課
指導
第一
課

29,954

0.00

順調
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

事業・取組概要

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

環境教育推進事
業

【施策の内容】
学校生活から社会生活
へ円滑に移行できるよ
うに、小・中学校で連
携しながら児童生徒の
発達の段階に応じた
キャリア発達を支援
し、学校教育活動全体
を通して児童生徒が社
会的・職業的自立に向
けて必要とされる基礎
的・汎用的能力を育成
する。また、地元企業
等を知ってもらうため
の職場体験等の取り組
みを充実していく。

【施策評価のみ】
発達段階に応じ
たキャリア教育

9

Ⅰ-1-
(2)-④ 
北九州市
の特性を
活かした
教育の充
実

8

人

順調

　「環境体験科」について
は、市内の自然関連施設や環
境関連施設を通した体験活動
に終わらせず、自ら問題意識
を持ち、より主体的に活動で
きるプラグラムの開発を関係
施設とともに進める。
　地元企業等との連携を図っ
たキャリア教育を進めるた
め、関係部局や関係団体と協
力した取組みを進める。

【評価理由】
　環境教育については、全
校・園で学校や地域に即した
教育を推進するとともに、
「環境体験科」では、全小学
校4年生において、自然関連施
設、環境関連施設等で環境体
験学習を実施した。また、ESD
（持続可能な開発のための教
育）の推進拠点であるユネス
コスクールへ新たに小学校１
校、中学校2校が加盟申請を
行った。
　キャリア教育については、
職場見学や職場体験などの体
験的な活動や社会人による講
演会等を開催することで、児
童生徒が社会的・職業的に自
立するために必要な基礎的・
汎用的能力の育成を図ること
ができた。
　以上のことから、「順調」
と判断。

【課題】
　環境未来都市の特性を活か
した環境教育を継続・充実し
ていくこと。
　地元企業等と連携を図った
キャリア教育の展開。

――

　ユネスコスクールの登録校
数は、目標に届いていないも
のの、小学校１校、中学校２
校が登録申請中であり、登録
されれば目標どおりの実績と
なる。各区の小中学校にユネ
スコスクール推進指定校があ
り、それぞれの実情に応じた
ESD教育の推進を図っている。
小学４学年の児童を対象とし
た環境体験科では、市内全て
の小学校が自然・環境関連施
設を活用した環境体験学習を
実施し、環境に対し主体的に
行動する実践的な態度や能力
の育成につながったことなど
から、「順調」と判断。

人 順調

小131校
中62校 ― ―

課
長

職
員

係
長9,150

小131校
中62校

小:100%
中:100%

―

小７校
中７校
（H30年
度）

21,936

小:5校
中:2校

小:83.3%
中:50％

環境に対する気付
きを深め、主体的
に環境に係る児童
生徒の育成を目指

す。

23,600

小:6校
中:4校

―

14,657

0.00

0.10

0.80

人

指導
第一
課

環境未来都市としての
北九州市の独自性を活
かし、環境ミュージア
ムやエコタウン等関連
施設での体験的な学習
および環境教育に関す
る研究を推進。また、
小・中９年間を見通し
た系統的なカリキュラ
ムの編成や教材開発を
行うとともに、学校、
地域、行政、企業など
との連携を目指した教
育を推進。北九州市環
境キャラバンとユネス
コスクール推進事業の
推進を行い、本市にお
ける環境教育の充実を
目指す。

―

【施策の指標】
地元企業等を知る
体験活動（職場見
学、職場体験、企
業講話）を全小中
学校で実施

―

環境に対し主体的
に行動する実践的
な態度や能力の育
成

小:4校
中:4校

小:5校
中:2校

小:125%
中:50％

―

―

――
小131校
中62校

―

ユネスコスクール
登録校数（累計）

―

―

指導
第一
課
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

事業・取組概要

目
標

実
績

達
成
率

目
標

30 ％ 35 ％

実
績

29 ％ 28 ％

達
成
率

96.7 ％ 80.0 ％

目
標

実
績

―

達
成
率

―

目
標

75 ％ 80 ％

実
績

71.3 ％ 71.5 ％

達
成
率

95.1 ％ 89.4 ％

目
標

84 ％ 86 ％
課
長

0.30 人

実
績

85.4 ％ 86.2 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

101.7 ％ 100.2 ％
職
員

0.10 人

指導
第一
課
学事
課

各教科等の目標を効果
的に達成するため、Ｉ
ＣＴの積極的な活用を
推進。
また、児童生徒に必要
な情報活用能力を育成
するため、学校の教育
活動全体を通した情報
教育を推進。

情報教育の推進

0.10 人

　ICTを活用した授業ができる
教員の割合は、目標に届いて
いないものの、昨年度より0.2
ポイント上昇した。情報教育
推進モデル校(門司海青小学
校)において、ICTを活用した
授業研究を推進し、子どもた
ちの学習意欲や教員のICT活用
能力の向上を図ったことなど
から、「順調」と判断。

順調

　中学校卒業段階で、英検3級
程度以上の生徒の割合は、前
年度からほぼ横ばいで、目標
に届いていないものの、テス
ト結果をもとに英語能力の課
題の把握と教員の授業改善等
を行った。全小中学校に外国
人指導助手を配置し、英語を
使ったコミュニケーション活
動を推進したことなどから、
「順調」と判断。

順調

人間尊重の精神や
コミュニケーショ
ン能力など、異な
る文化をもった
人々と共に生きて
いくための資質や
能力が高まった状

態

9,900

課
長

人0.80
係
長

職
員

―

350,256

― ―

324,641

人

人

人

課
長

9,150

0.50

―

905,921

―

―

50％
（H30年
度）

947,836

中学校卒業段階
で、英検3級程度以
上の生徒の割合

326,450

児童生徒のコミュ
ニケーション能力
の向上

児童生徒に思考
力、表現力等、高
度情報化社会に必
要な能力が身につ

いた状態

ICTを活用した授業
ができる教員の割
合

情報活用能力の向
上

―

69.6%
（H25年
度）

82.1%
（H25年
度）

－

92.0%
（H30年
度）

部活動生徒の部活
動に対する満足度

―

100％
（H30年
度）

－

－

827,711

―

係
長

職
員

―

指導
第一
課

中学校・高等学校の英
語教育の充実を図るた
めに、中学校・高等学
校に外国語指導助手を
適切に配置。外国語を
通じてコミュニケー
ションの素地を養うた
めに小学校への外国語
指導助手を配置し、効
果的な活用を図り、小
学校外国語を推進。

10

11

英語教育の充実

0.10

Ⅰ-1-
(2)-⑤ 
子どもの
特性を伸
ばす教育
の充実

順調

　部活動の現状に「満足して
いる・おおむね満足してい
る」生徒の割合は86.2％と高
い水準にあり、目標を超え
た。適切で効果的な部活動指
導に向けた部活動の研修会に
全中学校が参加するなど、部
活動振興が図れたことから、
「順調」と判断。

9,20066,01872,72080,007

「より多くの生徒が入
ることができる部活
動」「指導者が余裕と
意欲をもって指導でき
る部活動」という観点
から、指導者及び生徒
間の良好な人間関係の
下、科学的根拠に基づ
く部活動指導及び運営
の充実を図り、生徒の
健全な心と体を育む。
また、部活動を活性化
させるため、部活動顧
問をサポートするため
の外部講師の活用や、
環境を整えるための備
品購入等を行う。

指導
第二
課

部活動振興事業12

　平成28年度から、小学校・
中学校各1校を英語教育リー
ディングスクールに指定して
おり、次期学習指導要領で実
施予定の小学校英語教育の早
期化、中学校における指導内
容の質の向上を見据え、本市
の小中学校が円滑に新たな英
語教育の実践ができるよう、
指導方法等についての工夫・
開発を行う。
　情報教育推進モデル校にお
けるタブレット端末の活用効
果として、児童の学習意欲や
情報活用能力の向上などの望
ましい教育効果が報告されて
いる。この成果をもとに平成
28年度から、小学校・中学校
各１校をＩＣＴリーディング
スクールに指定しており、本
市のＩＣＴ教育を牽引する
リーダー校として、学習指導
における効果的な指導方法の
開発を行う。
　各学校において充実した部
活動が推進されるよう、部活
動振興事業を推進する。

【評価理由】
　英語・外国語活動の指導を
充実させるため、全小中学校
に外国語指導助手を配置し、
英語を使ったコミュニケー
ション活動を推進した。ま
た、中学校の生徒を対象とし
た「英語大好き音読暗唱ブッ
クRainbow」を配布し、英語の
音読・暗唱を通じた言語活動
の充実を図った。
　情報教育推進モデル校（門
司海青小学校）において、タ
ブレット端末等のICT環境の中
で、子どもたちが学び合う協
働学習などの学習形態を取り
入れた授業を実践し、子ども
たちの学習意欲や教員のICT活
用能力の向上を図った。
　以上のことなどから、「順
調」と判断。

【課題】
　子どもたちの特性を伸ばす
ため、いろいろなアプローチ
ができる教育環境を整備する
こと。

順調

0.50

0.00

人
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

H26年度 人件費（目安）

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

目
標

1,000 人 1,100 人

実
績

1,046 人 1,144 人

達
成

率 104.6 ％ 104.0 ％

目
標

172 校 180 校

実
績

198 校 188 校

達
成

率 115.1 ％ 104.4 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

25 ％ 17 ％

実
績

19 ％ 19 ％

達
成
率

目
標

課
長

0.12 人

実
績

係
長

0.12 人

達
成
率

職
員

0.00 人

目
標

650 社

実
績

335 社 551 社

達
成

率 84.8 ％

目
標

95 ％ 96 ％

実
績

98 ％ 98 ％

達
成

率 103.2 ％ 102.1 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

200 人 250 人

実
績

165 人 305 人

達
成
率

82.5 ％ 122.0 ％

　全市的な視野に立ち、今後
の特別支援教育及び特別支援
学校等の体制整備のあり方に
ついて目指す方向性を示すた
め、「（仮称）特別支援教育
推進プラン」を平成28年度中
に策定する。
　就労支援コーディネーター
を引き続き配置し、新たな実
習先や就労先の開拓を行う。
また、福祉、雇用等の関係部
局との連携、企業等の関係団
体とのネットワークを構築し
ながら「特別支援学校生徒雇
用促進セミナー」を開催し、
多くの企業の参加を求め、一
人でも多くの子どもが就職に
つながるように努める。
　市民や企業、近隣の学校と
特別支援学校が共同で教材・
教具・作品づくりを行うこと
により、障害特性に応じた合
理的配慮に関する理解を促進
し、官民一体となった障害者
理解を推進する。

　特別支援教育相談センター
による教育相談は、前年度の
件数を上回り、巡回相談は要
請を受けた学校・園にとって
手厚い支援を行った。また、
早期からの教育相談支援体制
の構築を図るため、早期支援
コーディネーターを2人増員
し、3人配置した。
　特別支援学級の設置につい
ては、児童生徒の障害の状況
や地域的な設置状況を踏まえ
ながら、必要に応じ、適切に
設置した。また、門司総合特
別支援学校及び小倉総合特別
支援学校については、特色あ
る教育課程の編成を行いなが
ら開校準備を円滑に進め、平
成28年4月に開校した。
　就労支援コーディネーター
を配置し、企業等の訪問を行
い、実習先や就労先の開拓を
行うとともに、企業向けの
「特別支援学校生徒雇用促進
セミナー」を開催するなど、
高等部卒業生の就労支援を
行った。
　以上のことなどから、「大
変順調」と判断。

【課題】
　特別支援のニーズに対応で
きる体制を整備すること。

人

人

1.00

人

17

Ⅰ-1-
(2)-⑥ 
特別支援
教育の充
実

大変
順調

順調

　過去2年間の特別支援教育
コーディネーター養成研修
(305名)及び社会性向上研修会
(461名)を通じて、延べ766名
の教職員の専門性の向上を
図った。社会性向上研修会受
講者のほぼ全員から、ソー
シャルスキルトレーニングへ
の理解の深まりや、積極的な
活用に関する回答が得られた
ことなどから、「順調」と判
断。

8,080910

障害のある児童生徒に
対する多様な学びの場
での適切な指導や必要
な支援の充実を図るた
め、特別支援教育支援
員の配置や外部人材の
積極的な活用を行う。

特別
支援
教育
課

特別
支援
教育
課

―

教職員の専門性
の向上

特別支援教育を
推進する人の配
置

15

係
長

課
長

　特別支援教育支援員（介助
員、学習支援員）について
は、担当指導主事による配置
校の学校訪問やヒアリングを
実施し、支援の手だてや子ど
もとの関わり方等に係る指導
助言を行うなど、対象児童生
徒の障害の程度や実態に応じ
た支援の更なる充実を図れた
ことから、「順調」と判断。

順調2,580690,315

障害のある児童生徒が
きめ細やかな適切な指
導と必要な支援を受け
るために、少人数の指
導や個別の指導を中心
に行う特別支援学級の
設置や生活や学習上の
困難を改善克服するた
めの自立活動を行う通
級指導教室を整備す
る。

特別
支援
教育
課
企画
調整
課
施設
課

特別支援教育を
行う場の整備

14

人

人

人

0.00

2.00

1.00

―

特別な支援
が必要な児
童生徒の教
育環境の改

善

0.05

5.00

7261,027

285,407344,623

0.00

201校
（H30年
度）

―

職
員

人0.00

―

教職員の専門性

職
員

就労支援コーディ
ネーターによる実
習先・就労先の新
規企業開拓（累
計）

係
長

課
長

31,500984,1293,354,402

27,76437,336

15.0%
（H30年
度）

400人
（H30年
度）

13

特別支援教育を
推進する全市的
な相談支援体制
の整備

特別
支援
教育
課

―

―

―

―

―

就学相談と通級相
談の申込数（実
数）

1,200人
(H30年度)

居住地の校区外の
特別支援学級に通
学している対象児
童生徒の割合

―

12,704

特別な教育的支援
が必要な児童生徒
の教育環境の改善

―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

関わる教員が
より高い専門
性をもち、幼
児児童生徒へ
の適切な指導
ができる状態

―

164校
（H25年
度）

特別支援教育相談セン
ターまたは、特別支援学
校のセンター的機能を活
用した相談支援の実施校
数

職
員

10,575

44,955

―

人

1.00

61,500

課
長

係
長

人

3,557,298

800社
（H30年
度）

9,640

共生社会の実現に向け
て、特別支援教育の体
制を整備して、障害の
ある幼児児童生徒に対
する支援体制や保護者
や教職員への支援を充
実させ、共生社会の実
現に向けて、障害の有
無にかかわらず住みや
すい北九州市を目指
す。

9,944

100％
（H30年
度）

　臨床心理士や言語聴覚士の
資格を有する専門相談員を有
効活用し、専門的な見地に基
づいて相談内容等を精査・分
析することにより、より的確
な実態把握や支援を行ったこ
とから、「順調」と判断。

順調

　就労支援コーディネーター
と特別支援学校の進路指導主
事が連携し、実習や就労先企
業を開拓することができた。
高等部卒業者のうち就職希望
者の就業率は98％に達したこ
となどから、「順調」と判
断。

順調

　特別支援学級の新設に当
たっては、就学相談を通して
ニーズのある児童生徒を把握
し、通級指導教室の新設と併
せ、地域格差が生じないよう
に留意しながら計画的に実施
できた。
　門司総合特別支援学校及び
小倉総合特別支援学校につい
ては、特色ある教育課程の編
成を行いながら開校準備を円
滑に進め、平成28年4月に開校
した。
　以上のことなどから、「大
変順調」と判断。

大変
順調

―

―

特別
支援
教育
課

障害のある幼児児童生
徒の自立と社会参加に
向けた主体的な取組み
を支援し、早期から家
庭及び地域や関係機関
と連携した進路指導の
充実を図る。また、特
別支援学校高等部卒業
生の社会参加や職業的
な自立を推進する。

16 就労支援事業

特別支援教育コー
ディネーター養成
研修修了者数（累
計）

―

―

高等部卒業生のう
ち就職希望者の就
業率

―

特別な支援を要する児
童生徒に専門的な見地
から適切な指導ができ
る教職員の育成を目指
している。

―

教育上特別
な支援を要
する幼児児
童生徒への
適切な支援
が図れる状

態

特別支援教育支援
員の配置や外部人
材の活用

人0.00
職
員

人0.12
課
長

人0.67
係
長
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

H26年度 人件費（目安）

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

目
標

91 ％ 92 ％

実
績

84.9 ％ 85.5 ％

達
成
率

93.3 ％ 92.9 ％

目
標

85 ％ 85 ％

実
績

77.5 ％ 77.8 ％

達
成
率

91.2 ％ 91.5 ％

目
標

91 ％ 92 ％

実
績

84.9 ％ 85.5 ％

達
成
率

93.3 ％ 92.9 ％

目
標

85 ％ 85 ％

実
績

77.5 ％ 77.8 ％

達
成
率

91.2 ％ 91.5 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

100.5 ％ 101.1 ％
職
員

0.00 人

目
標

課
長

0.70 人

実
績

係
長

1.30 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

100 ％
小100
中100

％
課
長

― 人

実
績

100 ％
小：100
中：100 ％

係
長

― 人

達
成
率

100 ％
小：100
中：100 ％

職
員

― 人

　振り返りシートにおける研
修に対する受講者評価は、
3.84と目標値を達成するとと
もに、前年度の受講者評価等
から、研修の内容や方法を見
直し、教職員のライフステー
ジやニーズに応じた研修を実
施したことなどから、「順
調」と判断。

小中学校が義務教育９
年間の教育課程や教育
活動を一体的に捉え、
学力向上、体力向上、
中１ギャップの解消な
ど中学校区の状況を踏
まえた教育目標を設定
し、一貫した考えを共
有しながら連携を行う
「小中一貫・連携教
育」を推進する。

指導
第一
課

22,5502,0736142,000―
小中一貫・連携
教育の推進

21

　各校区の年間指導計画に基
づき全中学校区において実施
できているいる。平成27年度
から2中学校区を「小中一貫教
育モデル中学校区」に指定
し、カリキュラム案等の作成
ができたことなどから、「順
調」と判断。

順調

社会の変化に伴う新た
な教育に対応して、教
職員の資質能力の向上
を図るための基本的な
研修に加え、教職員の
ニーズに応じた専門的
な研修を行う。

教育
セン
ター

教職員研修の充
実

20 ―

3.8

順調16,1506,949

0.20

人83.4％
（H25年
度）

【施策の指標】
各校の実情に応じ
た避難訓練を学期
に１回以上実施

小学校
90.7%
中学校
35.4%

―

3.82

【施策の内容】
児童生徒が、日常生活
の安全確保のために必
要事項を実践的に理解
するとともに、自他の
生命尊重を基盤として
進んで安全で安心な社
会作りに参加し、貢献
できる資質や能力を培
うための支援や指導な
どの取組みを推進す
る。

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（中学
１年生）

179,450

人

0.20

人4.35

人

職
員

0.10 人

0.1087.9％
（H25年
度）

95.0%
（H30年
度）

173,020 167,813

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（小学3
年生）

18

22
【施策評価のみ】
防災・安全教育
の推進

指導
第一
課、
指導
第二
課

各中学校区の課題
解決による教育的
効果

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（小学3
年生）

7,95110,906

3.8

―

各中学校区
の課題解決
できる状態

139,450

―

―

― ―

―

―

124,394 112,291

振り返りシートに
おける、研修に対
する受講者評価
（４段階評価）

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（中学
１年生）

3.84
3.8以上

（毎年度）

95.0%
（H30年
度）

79.3％
（H25年
度）

85.0%
（H30年
度）

課
長

職
員

課
長

69,050

人

3,650
係
長

88.0%
（H30年
度）

3.10

係
長

― ―

19

「小１プロブレム」や「中
１ギャップ」といった課題
に対応するため、小学校２
年生及び３年生並びに中学
校１年生において３５人以
下学級編制を実施（※現行
の国の基準は40人以下学
級、平成23年度から小１の
み35人以下学級）また、平
成27年度から、小学校4年
生及び中学校3年生におい
て、学校長の裁量による35
人以下学級の実施。

35人以下学級編
制の実施

学事
課
指導
第一
課

校務支援システムや校
納金会計システムを活
用して、小・中・特別
支援学校及び幼稚園に
おける事務処理の効率
化、見直し・縮減を行
い、業務の負担軽減を
行うことで、教職員が
子どもと向き合う時間
を確保する。

順調

　先生たちは子どもをよく指
導してくれると回答した保護
者の割合は、小学生、中学生
ともほぼ前年度並だが、教職
員が子どもと向き合う時間を
確保するために、校務支援シ
ステムの改修や人の配置など
さまざまなことに取り組んで
いるため、「順調」と判断。

順調

― ―

　先生たちは子どもをよく指
導してくれると回答した保護
者の割合は、目標値には到達
していないが、前年度より増
加している。
　また、本市独自で実施して
いる小学校２年生及び３年生
並びに中学校１年生の35人以
下学級編制の実施に加え、平
成27年度から校長裁量制によ
る小学校４年生及び中学校３
年生への導入などに取り組ん
でいることから、「順調」と
判断した。

【評価理由】
　「小１プロブレム」や「中
１ギャップ」といった課題に
対応するとともに、教職員の
負担軽減にも繋がる35人以下
学級編成を、小学校1･2･3年生
及び中学校1年生で実施すると
ともに、小学校4年生及び中学
校3年生においては、校長の裁
量による35人以下学級編制を
実施した。
　不登校などの問題を抱える
児童生徒の課題解決にあたる
社会福祉士等の資格を持つス
クールソーシャルワーカーを1
人増員し、8人配置し、学校訪
問・家庭訪問等を行い、的確
に実態を把握し、きめ細かな
対応により、問題の解決に取
り組んだ。
2つの中学校区を「小中一貫教
育モデル中学校区」に指定
し、9年間の連続性・系統性の
ある教育の推進方策を検討し
た。
　平成26年度に引き続き、全
小・中学校で、学期に1回以上
（年3回以上）の防災避難訓練
を行い、地震、火災等の具体
的な想定での訓練を実施する
など、災害発生時に自主的に
行動し、自らの命を守ること
ができる思考・判断及び行動
力の育成に取り組んだ。
　以上のことなどから、「順
調」と判断。

【課題】
　新規採用・若手教員の指導
力向上に向けて研修を充実す
ること。

順調

学校における事
務処理の効率
化・負担の軽減

教職
員課

79.3％
（H25年
度）

Ⅰ-1-
(2)-⑦ 
信頼され
る学校・
園経営の
推進

　小学校4年生及び中学校3年
生においては、平成27年度に
引き続き校長の裁量による35
人以下学級を実施する。
　マイスター教員をより幅広
く多くの教員への指導に活用
できるよう、教育センターと
連携しながら引き続き取り組
むとともに、新たにマイス
ター教員等による授業モデル
の動画をＷＥＢ配信するなど
し、新規採用・若手教員の研
修の支援を行い、教員の指導
力向上を図る。
　教職員研修の充実について
は、社会の変化に対応した教
職員のニーズに応える研修を
構想し、円滑に実施する。新
たに平成28年度には、本市ゆ
かりの先人や伝統文化など、
地元の誇りとする文化等につ
いて教職員が保護者や市民と
ともに学ぶ機会（講座）を創
設し、子どもたちのシビック
プライド醸成に繋げる。
　小中一貫・連携教育の推進
については、引き続き、モデ
ル中学校区での実践を行い、
効果的な教育の教育の推進方
策について、方向性を検討す
る。

小学校
100%
中学校
100%

(H30年度)
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

H26年度 人件費（目安）

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

目
標

56 校
課
長

0.10 人

実
績

56 校
係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

93.5 ％ 100.0 ％

実
績

93.3 ％ 100.0 ％

達
成
率

99.8 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

120,000 人 120,000 人
課
長

0.05 人

実
績

132,853 人 124,804 人
係
長

0.10 人

達
成
率

110.7 ％ 104.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

42 校 47 校
課
長

0.05 人

実
績

39 校 42 校
係
長

0.20 人

達
成
率

92.9 ％ 89.4 ％
職
員

0.40 人

目
標

100 件 114 件

実
績

114 件 134 件

達
成

率 114.0 ％ 117.5 ％

目
標

40 校 70 校

実
績

31 校 46 校

達
成

率 77.5 ％ 65.7 ％

　スクールヘルパーの延べ活
動人数及び登録者数ともに目
標を上回っている。昨年度と
同様に高水準で推移している
ことから、「大変順調」と判
断。

大変
順調

3,82573,65568,85882,027

―

人

係
長

0.45 人

職
員

―

－

スクールヘルパー
延べ活動人数

―

―

―

保護者や地域の方など
を「スクールヘル
パー」として学校に登
録し、様々な知識や経
験を生かしながら、学
校教育の場においてボ
ランティアとして教育
活動支援を行う。

指導
第二
課

スクールヘル
パーの配置

25

5,57517,008

0.50 人

学校施設耐震補
強事業

施設
課

学校施設に必要な耐震
性能を確保するため、
施設の耐震化を図る。

企業がもつ人材や経営
のノウハウなどを学校
教育に生かすため、地
元企業を中心とした
「北九州の企業人によ
る小学校応援団」と連
携しながら、学校支援
を行う仕組みづくりを
実施。

15,62626,300

　学校支援地域本部設置校に
ついては、当初計画どおり、
前年度の42校から47校に拡大
し、各実施校からは、「地域
住民が学校を支援すること
で、教員が授業や生徒指導に
より力を注ぐことができた」
「地域住民の生きがいづくり
や自己実現につながった」
等、それぞれの目的に沿った
効果が事業報告書等で挙がっ
ており、一定の成果が認めら
れたことから、「順調」と判
断。

順調

実施校は、運営委員
会、地域コーディネー
ター、学校支援ボラン
ティア等で構成される
「学校支援地域本部」
を設置。そして、地域
コーディネーターが学
校のニーズに応じたボ
ランティアを地域等か
ら発掘し、活用につな
げることで、地域の協
力のもと学校の教育活
動を支援する体制づく
りを推進。

指導
第二
課

学校支援地域本
部事業

26

27
経済界との連携
による学校支援
事業

―

人

人

職
員

安全で安心な学校
施設づくり

― 130校
（H30年度)

5,825

課
長

学校施設の耐震化
完了率

Ⅰ-1-
(3)-① 
学校の力
の発揮

各実施校に対して行った
アンケートの結果「本事
業が順調に進んだ」「あ
る程度うまくいった」と
回答した学校数

指導
第二
課

経済界との連携に
よる学校支援事業
実施数

49件
（H25年
度）

250件
（H30年
度）

5,500

―

122,056人
（H25年
度）

教育的効果が得ら
れた実施校教

4,0063,254

0.30

100％
（H27年
度）

0.05

2,155,599796,490809,700

施設
課

120,000人
程度

（毎年度）

―

23

全小中学校
の普通教室
にエアコン

を設置
(H30年度)

797,600

42校
（H26年
度）

―

0.05

係
長

課
長

0.30

人

8,825

329,764

良好な学習環境を確保
するため、小中学校等
の普通教室にエアコン
を整備する。

―

9校
(H26年
度)

エアコン設置校数

―

大変
順調

　耐震補強工事が必要とされ
る施設について工事を進め、
予定通り平成27年度末までに
耐震化工事を完了したことか
ら、「大変順調」と判断。

Ⅰ-1-
(2)-⑧

教育環境
の充実

小中学校等空調
設備整備事業

24

　事業対象校数を前年度の40
校から70校に拡大して実施す
るとともに、事業実施数は目
標を上回った。実施校から
は、「子どもたちの望ましい
勤労観や職業観の涵養等、
キャリア教育につながった」
などの感想が聞かれ成果が認
められたことから、「大変順
調」と判断。

大変
順調

順調

　スクールヘルパーについて
は、引き続き学校教育支援や
子どもの安全確保のため、積
極的に各学校において地域の
人材を活用していくととも
に、「ブックヘルパー」や
「学校支援地域本部事業」な
ど、学校のニーズに応じた対
応をしていくことにより、ス
クールヘルパー活動の充実を
図る。
　学校支援地域本部事業につ
いては、実施校区の拡大を検
討する。
　経済界との連携による学校
支援事業は、参加企業数や支
援メニュー数の増加など、全
小学校へ教育支援を拡大でき
るように検討を行う。

大変
順調

【評価理由】
　スクールヘルパーについて
は、延べ活動人数は12万人を
超え、スクールヘルパーを活
用した学校支援が進んだ。
　「学校支援地域本部事業」
を42校から47校に拡大して実
施するとともに、「北九州の
企業人による小学校応援団」
と連携し、対象校を70校に拡
大し、出前授業等の134件に取
り組み、実施校から好意的な
意見が寄せられるなどの効果
があった。
　以上のことなどから、「大
変順調」と判断。

【課題】
　学校の教育に参加する人が
さらに増えるような取組みの
工夫が必要。

　中学校先行5校の設置工事が
完了するとともに、エアコン
が未設置である中学校51校に
ついて平成28年度夏季からの
供用開始に向けて設置に着手
（平成28年6月末までに完了
済）し、当初予定した通りに
事業が進捗していることか
ら、「大変順調」と判断。

大変
順調

【評価理由】
　小中学校等空調設備整備事
業は、当初予定したとおりに
設置工事が進んだ。また、学
校施設耐震補強事業は、平成
27年度に18校の耐震化が完了
し、当初の計画通り平成27年
度までに全ての市立学校施設
の耐震化を完了した。さら
に、小学校の体育館や武道場
の照明設備の落下防止工事な
ど防災機能を高める改修を
行った。一方、学校施設耐震
補強工事を優先したため、一
時的に学校の大規模改修等の
実施規模を縮小したことなど
から、「順調」と判断。

【課題】
　学校施設耐震補強工事を優
先したため、今後は学校の大
規模改修等も計画的に実施す
る必要がある。

8,65056,866

学校施設の計
画的な耐震化
により、安全
で安心な学校
施設を整備す
るとともに、
充実した教育
活動が展開で
きるよう教育
環境の改善を

行う。

　教室における暑さ対策として、
小中学校の普通教室などにエア
コン設置を進める。

100.0％
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

事業・取組概要

目
標

実
績

1,748 件 1,031 件

達
成
率

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

93.2 ％ 91.1 ％

達
成
率

93.2 ％ 91.1 ％

目
標

120,000 人 120,000 人
課
長

0.05 人

実
績

132,853 人 124,804 人
係
長

0.10 人

達
成
率

110.7 ％ 104.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

100 件 114 件

実
績

114 件 134 件

達
成

率 114.0 ％ 117.5 ％

目
標

40 校 70 校

実
績

31 校 46 校

達
成

率 77.5 ％ 65.7 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

592 件 572 件

実
績

294 件

達
成
率

順調0.27 人

課
長

0.07

保護者が参加する
ネットトラブル研
修の実施率

91.6%
(H25年
度)

100%
（毎年度）

4,914

―

3,880

職
員

0.05 人

係
長

人

係
長

有害情報から子
どもを守る事業

指導
第二
課

「ネットトラブル等防
止及び啓発・研修事
業」や「保護者と学ぶ
児童生徒の規範意識育
成事業」等により、子
どもたちがインター
ネットを通じたトラブ
ルに巻き込まれること
を予防する。

【評価理由】
　有害情報から子どもを守る
事業として、全校園を対象と
したインターネット上のサイ
ト等の巡回・監視を実施し、
発見した有害情報について
は、学校に報告するなど適切
な対応を行った。また、ＳＮ
Ｓや無料通話アプリ等を利用
したネットトラブルなどにつ
いて、教職員への研修や保護
者へのリーフレットの配布な
どを通し啓発に取り組んだ。
　スクールヘルパーについて
は、延べ活動人数は12万人を
超え、スクールヘルパーを活
用した学校支援が進んだ。
　「北九州の企業人による小
学校応援団」と連携し、対象
校を70校に拡大し、出前授業
等の134件に取り組み、実施校
から好意的な意見が寄せられ
るなどの効果があった。
　以上のことなどから、「大
変順調」と判断。

【課題】
　学校の教育に参加する人が
さらに増えるような取組みの
工夫が必要。

大変
順調

　インターネット上の掲示板
などのサイトへの書き込み等
については、引き続き、ネッ
ト上のサイトの巡回・監視を
実施し、適切な対応を実施し
ていく。ＳＮＳや無料通話ア
プリ等への書き込み等につい
ては、巡回・監視を実施する
ことができないため、教職
員・保護者への啓発・研修を
積極的に実施していく。
　スクールヘルパーについて
は、引き続き学校教育支援や
子どもの安全確保のため、積
極的に各学校において地域の
人材を活用していくととも
に、「ブックヘルパー」や
「学校支援地域本部事業」な
ど、学校のニーズに応じた対
応をしていくことにより、ス
クールヘルパー活動の充実を
図る。
　経済界との連携による学校
支援事業は、参加企業数や支
援メニュー数の増加など、全
小学校へ教育支援を拡大でき
るように検討を行う。

　学校警察連絡協議会の活動
のさらなる活性化を図るとと
もに、学校における非行防止
活動を定着させるため、非行
防止関連教室を着実に実施し
ていく。

【評価理由】
　子ども家庭局と連携した非
行防止教室や薬物乱用防止教
室等を小中学校、市立高校で
実施した結果シンナー等乱用
少年検挙補導者数は平成25年
度から引き続き0人で、取組み
の効果が現れている。
　以上のことなどから、「順
調」と判断。

【課題】
　今後も関係機関と連携して
取り組むことが必要。

順調

Ⅰ-1-
(3)-③ 
地域全体
が教育を
支える社
会の実現

0.30 人

人

　ネット上の書き込み等の把
握や学校への技術的なサポー
トにより、適切に児童生徒に
よるネット上のトラブルの未
然防止や早期解決を図ったこ
とから、「順調」と判断。

　非行防止に係る啓発活動の
実施により、平成27年度のシ
ンナー等乱用少年検挙補導者
数は0人であったことから、
「順調」と判断。

順調

　事業対象校数を前年度の40
校から70校に拡大して実施す
るとともに、事業実施数は目
標を上回った。実施校から
は、「子どもたちの望ましい
勤労観や職業観の涵養等、
キャリア教育につながった」
などの感想が聞かれ成果が認
められたことから、「大変順
調」と判断。

大変
順調

5,825

0.05 人

500件
（H30年
度）

9月に全国
一斉公表

予定

ネット上の不適切
な書き込みの発見
件数

5,000 9,454

職
員

人

122,056人
（H25年
度）

スクールヘルパー
延べ活動人数

5,500

250件
（H30年
度）

120,000人
程度

（毎年度）

0.30

課
長

4,006

130校
（H30年度)

Ⅰ-1-
(4)-① 
青少年の
健全育
成・非行
を生まな
い地域づ
くり

非行防止活動の
推進

指導
第二
課

北九州市いじめ・非行
防止連絡会議におい
て、いじめや非行防止
等に関係する機関及び
団体との連携を図ると
ともに、学校警察連絡
協議会による補導や、
薬物乱用防止教室、規
範意識育成事業等の実
施により、児童生徒の
健全な育成を図る。

30
経済界との連携
による学校支援
事業

指導
第二
課

企業がもつ人材や経営
のノウハウなどを学校
教育に生かすため、地
元企業を中心とした
「北九州の企業人によ
る小学校応援団」と連
携しながら、学校支援
を行う仕組みづくりを
実施。

児童生徒のシン
ナー等乱用での検
挙・補導数の減少

0人
（H25年
度）

人

職
員

520件
（H25年
度）

515件
（H30年
度）

人

0人
（H30年
度）

900

―

0.25

0.00

―

809 549

暴力行為発生件数

係
長

0.8010,875

課
長

各実施校に対して行った
アンケートの結果「本事
業が順調に進んだ」「あ
る程度うまくいった」と
回答した学校数

―

経済界との連携に
よる学校支援事業
実施数

31

28

保護者や地域の方など
を「スクールヘル
パー」として学校に登
録し、様々な知識や経
験を生かしながら、学
校教育の場においてボ
ランティアとして教育
活動支援を行う。

指導
第二
課

スクールヘル
パーの配置

29

　スクールヘルパーの延べ活
動人数及び登録者数ともに目
標を上回っている。昨年度と
同様に高水準で推移している
ことから、「大変順調」と判
断。

大変
順調

3,82573,65568,85882,027

前年度
(2,102件)
より減少

前年度
(1,748件)
より減少

3,254

49件
（H25年
度）

－

―
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

H26年度 人件費（目安）

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

目
標

56.8 ％ 63.7 ％

実
績

68.8 ％

達
成

率

目
標

45.2 ％ 50.7 ％

実
績

48.6 ％

達
成

率

目
標

1.63 ％ 1.52 ％

実
績

1.18 ％

達
成

率

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

91.5 ％

達
成
率

91.5 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

99.2 ％

達
成
率

99.2 ％

目
標

360 人 360 人
課
長

0.25 人

実
績

399 人 402 人
係
長

0.38 人

達
成
率

110.8 ％ 111.7 ％
職
員

0.10 人

　「北九州市いじめ防止基本
方針」に基づき、未然防止、
早期解決に向け、様々な取組
みを行うとともに、「北九州
市いじめ問題専門委員会」を
運営し、いじめの防止等のた
めの調査研究等、有効な対策
を検討していく。
　また、「北九州市子どもつ
ながりプログラム」の取組み
をはじめ、日常の学校生活の
中で児童生徒が「いじめのな
い良好な人間関係を形成する
ための取組みを推進してい
く。
　スクールソーシャルワー
カーについては、支援対象者
数や学校・関係機関への訪問
回数など活動状況を考慮しつ
つ、更なる体制充実について
検討し、支援を必要とする児
童生徒に対し、より一層の働
きかけを行っていく。

【評価理由】
　いじめについては、「北九
州市いじめ防止基本方針」に
基づく施策を推進するととも
に、８月には「いじめ防止サ
ミットｉｎ北九州」を開催
し、新たな取組みとして「い
じめゼロ全市一斉あいさつの
日の取組みを進めよう」を採
択するなど、いじめ撲滅の意
識の高揚を図ることができ
た。
　不登校などの問題を抱える
児童生徒の課題解決にあたる
社会福祉士等の資格を持つス
クールソーシャルワーカーを
１人増員して、8人配置し、学
校訪問・家庭訪問等を行うな
ど、的確な実態把握、きめ細
かな対応により、問題の解決
に取り組んだ。
　以上のことなどから、「順
調」と判断。

【課題】
　いじめや不登校などの問題
に対して、関係機関が連携し
ながら取組むことが必要。

順調

　402人の児童生徒に対して、
スクールソーシャルワーカー
による積極的な学校訪問、家
庭訪問、関係機関訪問等の活
動を通じて支援を実施し、き
め細やかな対応により、問題
解決につながったことから、
「順調」と判断。

　いじめについては、9月に全
市一斉に「いじめに関する実
態調査（アンケート・面
談）」を実施し、この実態調
査で認知されたいじめについ
ては全て解決した。「北九州
市いじめ問題専門委員会」を3
回開催し、本市のいじめ対
策、本市におけるいじめ事例
等について審議を行うなど、
いじめ防止に向けて適切に取
り組んだ。また、児童生徒の
好ましい人間関係づくりのた
めの小中9年間を見通した「北
九州子どもつながりプログラ
ム」を全校で実施したことか
ら、「大変順調」と判断。

順調

Ⅰ-1-
(4)-② 
いじめや
不登校な
どの問題
を抱えた
子どもへ
の支援

スクールソーシャル
ワーカーを活用して、
不登校や暴力行為など
児童生徒の問題行動等
の背景にある家庭環境
の問題に働きかけた
り、学校・園や学校・
園の枠を越えた関係機
関との連携を強化した
りすることにより、課
題等の解消、改善を図
る。

指導
第二
課

スクールソー
シャルワーカー
活用事業

34 7,42533,08834,77239,600
支援対象児童生徒
数

97.7％
（H25年
度）

順調

北九州市不登校対策推
進協議会による調査研
究や研修会の実施など
の小中連携による取組
の強化、関係機関やス
クールソーシャルワー
カー、スクールカウン
セラーとの連携を図る
とともに、不登校児童
生徒療育キャンプの実
施など、不登校の解消
を図る。

指導
第二
課

　不登校や長期欠席につい
て、的確に状況を把握し、関
係機関やスクールソーシャル
ワーカー、スクールカウンセ
ラーとの連携を図りながら、
きめ細やかな対応を行った。
また、小中連携ＳＵＴＥＫＩ
アンケートを全中学校で実施
するなど、不登校及び長期欠
席対策のための各種施策を展
開するとともに、学校への支
援を効果的に行った結果、学
校復帰につながっていること
から、「順調」と判断。

いじめの解消率(年
度間)（小学校）

90.0%
（H30年
度）

不登校児童生徒の
復帰・好転率（小
学校）

1.28%
（H25年
度）

40.2%
（H25年
度）

51.1%
（H25年
度）

―

393人
(H25年
度)

215,884

いじめの解消率(年
度間)（中学校）

100％
（H30年
度）

―

1.25%
（H30年
度）

100％
（H25年
度）

――

職
員

0.50

230,218

100％
（H30年
度）

―

201,774 191,659 8,825

9月に全国
一斉公表

予定

9月に全国
一斉公表

予定

―

中１不登校生徒数
の割合

216,180

9月に全国
一斉公表

予定

9月に全国
一斉公表

予定

―

不登校児童生徒の
復帰・好転率（中
学校）

―

―

いじめ問題に係る各種
取組の実施により、い
じめの状況把握、分析
及び調査研究並びに関
係機関やスクールカウ
ンセラー、スクール
ソーシャルワーカー等
との連携等により、い
じめ問題の解決を図
る。

33
いじめ対策の充
実

指導
第二
課

不登校対策の充
実

32
72.0%
（H30年
度）

大変
順調

人

係
長

0.45 人

職
員

人

0.05

0.45

人0.50

人

8,825

課
長

9月に全国
一斉公表

予定

係
長189,325

課
長

0.05 人
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

事業・取組概要

目
標

93.5 ％ 100.0 ％

実
績

93.3 ％ 100.0 ％

達
成
率

99.8 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

80 ％ 80 ％
課
長

0.15 人

実
績

98 ％ 93.3 ％
係
長

0.15 人

達
成
率

122.5 ％ 116.6 ％
職
員

0.00 人

大変
順調

Ⅱ-3-
(1)-① 
すべての
市民の人
権の尊重

36

人権文化のまちづくり
に向けて、市民の人権
問題についての正しい
認識と理解の促進を図
ることを目的に、市民
の多様な学習ニーズに
応えるとともに、人権
学習を企画・実施する
際にヒントとなるよう
な講座を実施。

企画
調整
課

人権学習講座
　啓発効果が高まるよう、
テーマや開催方法などを工夫
して実施していく。

【評価理由】
　ゲストティーチャーによる
特別人権授業は目標どおり１
回実施することができ、ま
た、「人権文化のまちづくり
講演会」参加者アンケートに
よる満足度も目標を上回るこ
とができたことから、「順
調」と判断。

【課題】
　啓発活動を継続して実施し
ていくことが必要。

順調

　ゲストティーチャーによる
特別人権授業は目標どおり１
回実施することができ、ま
た、「人権文化のまちづくり
講演会」参加者アンケートに
よる満足度も目標を上回るこ
とができたことから、「順
調」と判断。

順調
「人権文化のまち
づくり講演会」の
参加者の満足度

－

－

80％
（毎年度） 3,225641476847

学校施設に必要な耐震
性能を確保するため、
施設の耐震化を図る。

【評価理由】
　学校施設耐震補強事業は、
平成27年度に18校の耐震化が
完了し、当初の計画通り平成
27年度までに全ての市立学校
施設の耐震化を完了したこと
から、「大変順調」と判断。

大変
順調

　耐震補強工事が必要とされ
る施設について工事を進め、
予定通り平成27年度末までに
耐震化工事を完了したことか
ら、「大変順調」と判断。

2,155,599

―

796,490 　平成27年度完了8,825

Ⅱ-1-
(4)-⑤
公共施設
などの耐
震化の推
進

―

100％
（H27年
度）

35

学校施設の耐震化
完了率

学校施設の計
画的な耐震化
により、安全
で安心な学校
施設を整備す
るとともに、
充実した教育
活動が展開で
きるよう教育
環境の改善を

行う。

学校施設耐震補
強事業

安全で安心な学校
施設づくり

施設
課

809,700

－

0.50 人

― ―

― ―

0.05 人

職
員

―

係
長

0.45 人

課
長
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